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●児童虐待の防止等のための
医療機関との積極的な連携
及び情報共有の必要性

●区市町村の母子保健事業について

●地域での取り組みの事例

平成25年12月17日
東京都西多摩保健所

「子ども虐待対応の手引き」
(平成25年8月改訂）

Ⅰ 改正ポイントの一部
（医療機関関連等）

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kod
omo/kodomo_kosodate/dv/130823-01.html

• 児童虐待防止法第５条において、病院や医
師に児童虐待の早期発見の努力義務が課せ
られており、虐待の早期発見やその後のケア
において医療機関との連携は今後ますます
重要となっている。

• 特にリスクの高い新生児期の虐待を防止す
るために、妊娠期からの支援が必要

特定妊婦の把握

• 医療機関から診断書や意見書の提供を求める

場合には、虐待であるという断定でなくても、

不自然な外傷であり虐待の可能性もあるという

診断書で有効

• 転居に伴うケースの移管と情報提供（児童相談

所・市区町村）を確実に実施

• 虐待通告を受理した子供のきょうだい全員

について、必ず安全確認を実施

等

特定妊婦①
（児童福祉法第６条の３ 第５項）

出産後の養育について出産前において

支援を行うことが特に必要と認められる妊婦

○ すでに養育の問題がある妊婦

要保護児童、要支援児童を養育している妊婦

○ 支援者がいない妊婦

未婚またはひとり親で親族など身近な支援者が

いない妊婦、夫の協力が得られない妊婦など

特定妊婦②

○ 妊娠の自覚がない・知識がない妊婦、

出産の準備をしていない妊婦

○ 望まない妊娠をした妊婦
育てられない、もしくはその思い込みがある、婚外で

妊娠をした妊婦、すでに多くの子供を養育しているが

経済的に困窮している状態で妊娠した妊婦など

○ 若年妊婦

○ こころの問題がある妊婦、知的な課題がある

妊婦、アルコール依存、薬物依存など

○ 経済的に困窮している妊婦

○ 妊娠届の未提出、母子健康手帳未交付、

妊婦健康診査身受診または受診回数の少ない妊婦
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要支援児童
（児童福祉法第６条の３ 第５項）

保護者の養育を支援することが特に
必要と認められる児童

要保護児童
（児童福祉法第６条の３ 第５項）

保護者のない児童又は保護者に監護さ
せることが不適当であると認められる
児童

●妊娠・出産・育児期に養育支援を
特に必要とする家庭に係る

保健・医療・福祉の連携体制の整備
について
（平成23年7月厚労省通知）

● 「子ども虐待による死亡事例等

の検証結果等について（第８次

報告）」を踏まえた対応について
（平成24年7月厚労省通知）

妊娠早期からの支援の必要性

妊娠期・周産期の問題を抱える事例が多い

• 第8次報告より
若年（十代）妊娠が占める割合

死亡事例40.0% ＞出生総数1.3%
低出生体重児

死亡事例24.1% ＞全出生児9.6%
望まない妊娠/計画していない妊娠

死亡事例55.6%

• 大阪産婦人科医会報告書2013年3月より
飛び込み出産

死産：全国平均の3倍以上
低出生体重児：全国平均の２倍以上
背景：未成年・未婚・無職等が多い
未受診等の理由：経済的問題が33%と最も多い

初産、十代、未婚、経済的問題など養育の困難が
予測されるようなリスクが重なっている親に対して

• 2歳の時点での虐待の発生率

妊娠中から2歳になるまで平均23回の

家庭訪問を重ねた群：4%
家庭訪問をしなかった同じリスクのある

コントロール群：19%

• 妊娠期からの家庭訪問が有意に虐待を予防

Olds(1986、1999、2002)報告より

第８次報告書より

• 児童相談所及び市区町村と医療機関と
の積極的な連携及び情報共有の必要
性を示した。

児童虐待の防止等のための
医療機関との連携強化に
関する留意事項について

（平成24年11月厚労省通知）
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医療機関との連携強化に

関する留意事項の要旨

医療機関は、妊産婦や児童、養育者の心身の問

題に対応することにより、要保護児童や養育支援
を特に必要とする家庭（要支援児童又は特定妊婦
のいる家庭をいう。）を把握しやすい立場にある。

児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応のた
めには、児童相談所及び市区町村の児童福祉・母
子保健等の関係部署等が、医療機関（小児科をは
じめ、産科や精神科、歯科等の妊婦や児童、養育
者が受診する医療機関）と積極的に連携すること
が重要である。

医療機関から児童相談所又は市区町村への
情報提供に係る

守秘義務、個人情報保護等との関係

医療機関は、医師等の医療従事者の守秘
義務や個人情報保護との関係から、児童相
談所又は市区町村への情報提供について消
極的になる場合がある。このような情報提供
に当たっては、可能な限り患者の同意を得る
ことが基本であるが、同意がない場合でも、
児童虐待の防止や対応のために必要かつ相
当な範囲で行うことは基本的に法令違反とは
ならない。

第８次報告書より
• 虐待の発生及び深刻化を予防するため、要
支援児童や特定妊婦の家庭など、養育支援
を特に必要とする家庭への早期からの支援
が必要であることを示した。

養育支援を特に必要とする家庭

の把握及び支援について
（平成24年11月厚労省通知）

「子ども虐待対応の手引き」
Ⅱ 虐待に至るおそれのある要因・
虐待のリスクとして留意すべき点

１ 保護者側のリスク要因①

• 妊娠そのものを受容することが困難（望まな
い妊娠）

• 若年の妊娠

• 子供への愛着形成が行われていない（妊娠
中に早産等なんらかの問題が発生したことで
胎児への受容に影響がある。子供の長期入
院など。）

• マタニティーブルーズや産後うつ病等精神的
に不安定な状況

１ 保護者側のリスク要因②

• 性格が攻撃的・衝動的、あるいは

パーソナリティの障害

• 精神障害、知的障害、慢性疾患、

アルコール依存症、薬物依存

• 保護者の被虐待経験

• 育児に対する不安（保護者が未熟等）、

育児の知識や技術の不足

• 体罰容認などの暴力への親和性

• 特異な育児観、脅迫的な育児、

子供の発達を無視した過度な要求

等
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２ 子供側のリスク要因

• 乳児期の子供

• 未熟児

• 障害児

• 多胎児

• 保護者にとって何らかの育てにくさを持ってい
る子供

等

３ 養育環境のリスク要因
• 経済的に不安定な家庭

• 親族や地域社会から孤立した家庭

• 未婚を含むひとり親家庭

• 内縁者や同居人がいる家庭

• 子連れの再婚家庭

• 転居を繰り返す家庭

• 保護者の不安定な就労や転職の繰り返し

• 夫婦間の不和、配偶者からの暴力（DV)等
不安定な状況にある家庭

等

４ その他虐待のリスクが高いと想定される場合

• 妊娠の届出が遅い、母子健康手帳の未交付、
妊婦健康診査未受診、乳幼児健康診査未受診

• 飛び込み出産、

医師や助産師の立会いがない自宅等での分娩

• 兄弟への虐待歴

• 関係機関からの支援の拒否

等

母子保健事業について

妊娠届の提出
母子健康手帳交付
妊婦健康診査公費負担(14回)

新生児
訪問

母親学級

個別指導・集団指導

３～４か月児
健診

育児グループ

時間軸に沿って体系的に状態を把握

経過観察
精密健診

重
層
的
に
フ
ォ
ロ
｜
の
し
く
み

妊婦訪問

母乳指導

「体系的」で「重層的」な市区町村の母子保健事業

乳児家庭全戸訪問事業

資料：「東京都の母子保健」東京都福祉保健局少子社会対策部 （一部加筆）

市区町村

医療機関

産婦人科

小児科

精神科・歯科等関係各科

東京都の母子保健の実施体制

資料：「東京都の母子保健」東京都福祉保健局少子社会対策部
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地域での取り組み事例
平成２４年度 西多摩圏域周産期医療・母子保健連絡会

議題 「周産期医療と地域の母子保健事業の連携」

（１） 母子保健事業等について（情報提供）

（２） 周産期医療機関の現状と課題

青梅市立総合病院

公立福生病院

公立阿伎留医療センター

医療法人社団大聖病院

（３） 市町村の母子保健事業の現状と課題

（４） 保健所の母子保健事業紹介

（５） 各医療機関と市町村との情報・意見交換

（６） 今後の連絡会について

平成２４年度 西多摩圏域周産期医療・
母子保健連携窓口・連絡体制

• 各医療機関の窓口

地域医療連携室医療ソーシャルワーカー

産婦人科外来等

• 各市町村の窓口

青梅市健康課母子保健係

福生市健康課保健指導係

羽村市健康課健康推進係

あきる野市健康課母子・予防係

瑞穂町健康課保健係

日の出町いきいき健康課健康推進係

檜原村福祉けんこう課けんこう係

奥多摩町福祉保健課福祉係





(*) (*)

(*)














